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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 1,430,000株
完全議決権株式であり株主の権利に特に制限のない当社
における標準となる株式
単元株式数　100株

　(注)　１．平成25年７月５日(金)の当社取締役会決議によります。

２．上記発行数は、平成25年７月５日(金)の当社取締役会において決議された第三者割当による自己株式の処分に係る

募集株式数であります。したがって、本募集は、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１

号に定める売付けの申込み又はその買付けの申込みの勧誘であります。

３．本募集とは別に、平成25年７月５日(金)の当社取締役会において、自己株式の処分による当社普通株式9,570,000株

の募集(以下「一般募集」という。)を行うことを決議しております。また、一般募集にあたり、その需要状況等を勘

案した上で、一般募集の主幹事会社であるみずほ証券株式会社が当社株主から1,430,000株を上限として借入れる

当社普通株式の売出し(以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。)を行う場合があります。

４．本募集は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、みずほ証券株式会社を割当先として行う第三者割当

による自己株式の処分(以下「本件第三者割当自己株式処分」という。)であります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項 

オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

５．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２【株式募集の方法及び条件】

(１)【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 1,430,000株 716,000,000 －

一般募集 － － －

計(総発行株式) 1,430,000株 716,000,000 －

　(注)　１．本募集は、前記「１　新規発行株式」(注)４.に記載のとおり、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、みず

ほ証券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先との関係等は以下のと

おりであります。

割当予定先の氏名又は名称 みずほ証券株式会社

割当株数 1,430,000株

払込金額 716,000,000円

割当予定先
の内容
(平成25年４
月１日現在)

本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　　本山　博史

資本金の額 1,251億円

事業の内容 金融商品取引業

大株主及び持株比率 株式会社みずほフィナンシャルグループ　95.8％

当社との関
係

出資関係

当社が保有している割当
予定先の株式の数

－

割当予定先が保有してい
る当社の株式の数(平成
25年３月31日現在)

31,925株

取引関係 一般募集の主幹事会社

人的関係 －

当該株券の保有に関する事項 －

２．後記「募集又は売出しに関する特別記載事項 オーバーアロットメントによる売出し等について」に記載のとお

り、処分数が減少する、又は処分そのものが全く行われない場合があります。

３．本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額の総額は資本組入れされません。

４．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であります。

５．発行価額の総額及び払込金額は、平成25年６月28日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終

値を基準として算出した見込額であります。
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(２)【募集の条件】

発行価格(円)
資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

未定
(注)１．

－
(注)３．

100株 平成25年８月７日(水)
該当事項は
ありません。

平成25年８月８日(木)

　(注)　１．発行価格(募集価格)については、平成25年７月16日(火)から平成25年７月18日(木)までの間のいずれかの日に一般募

集において決定される発行価額と同一の金額といたします。

２．本件第三者割当自己株式処分においては全株式をみずほ証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３．本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額は資本組入れされません。

４．みずほ証券株式会社は、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　オーバーアロットメントによる売出し等に

ついて」に記載の取得予定株式数につき申込みを行い、申込みを行わなかった株式については失権となります。

５．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格を払込む

ものとします。

 

(３)【申込取扱場所】

場所 所在地

飯野海運株式会社　本社 　東京都千代田区内幸町二丁目１番１号

 

(４)【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　本店 　東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

(１)【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

716,000,000 1,000,000 715,000,000

　(注)　１．新規発行による手取金は本募集による自己株式の処分に係る手取金の額であり、発行諸費用の概算額は本募集による

自己株式の処分に係る諸費用の概算額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．払込金額の総額は、平成25年６月28日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準とし

て算出した見込額であります。
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(２)【手取金の使途】

上記差引手取概算額上限715,000,000円については、本件第三者割当自己株式処分と同日付をもって決議された一

般募集の手取概算額4,791,000,000円と合わせた手取概算額合計上限5,506,000,000円について、飯野ビルディングⅡ

期工事に関する設備投資資金として平成26年11月末までに3,000百万円、船舶への投資を目的とした関係会社に対す

る融資資金として平成26年３月末までに1,000百万円、残額を平成26年６月末までに返済期限を迎える金融機関から

の設備投資に係る長期借入金の返済資金に充当する予定であります。

 

　なお、第三部　参照情報　第１　参照書類の１　有価証券報告書（第122期）「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　

設備の新設、除却等の計画（１）重要な設備の新設等」に記載された設備投資計画は、本有価証券届出書提出日現在

(ただし、投資予定金額の既支払額については平成25年5月31日現在)、以下のとおりとなっております。

 

 

建造中および建造予定の船舶

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

資金調達

方法

着工及び完了予定

完成後の

増加能力

（載貨重

量屯数

(K/T)）
着手 完了

外航海運業 船舶 6,1251,483

自己資金

及び借入金

及び自己株式

の処分資金

平成22年12月平成26年１月 33,000

内航・近海

海運業
船舶 1,798 221

自己資金

及び借入金

及び自己株式

の処分資金

平成25年４月

　　 ～

平成25年８月

平成25年９月

　　 ～

平成26年３月

2,700

（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

建設中の建物

セグメントの

名称
所在地 事業名

 

設備の

内容

投資予定額

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

資金調達

方法

着工及び完了予定

着手 完了

不動産業
東京都

千代田区

飯野ビル

ディング

(第２期)

敷地北側

地下街区

及び公開

空地

3,108－

自己資金

及び借入

金及び自

己株式の

処分資金

平成25年４月平成26年11月

（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

　オーバーアロットメントによる売出し等について

　当社は、平成25年７月５日(金)の当社取締役会において、本件第三者割当自己株式処分とは別に、当社普通株式9,570,000株

の一般募集(一般募集)を決議しておりますが、一般募集にあたり、その需要状況を勘案した上で、一般募集の主幹事会社であ

るみずほ証券株式会社が当社株主から1,430,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し(オーバーアロットメント

による売出し)を行う場合があります。本件第三者割当自己株式処分は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、

みずほ証券株式会社が上記当社株主から借入れた株式(以下「借入れ株式」という。)の返還に必要な株式を取得させるため

に行われます。

　また、みずほ証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間の終了する日の翌日から平成

25年８月５日(月)までの間(以下「シンジケートカバー取引期間」という。)、借入れ株式の返還を目的として、株式会社東京

証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け(以下「シンジ

ケートカバー取引」という。)を行う場合があります。みずほ証券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての

当社普通株式は、借入れ株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、みずほ証券株式会社の

判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数で

シンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　さらに、みずほ証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安定操作取引を行うことがあ

り、かかる安定操作取引により買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返還に充当することがあります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得し、借入

れ株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、みずほ証券株式会社は、当該オーバーアロットメントによる売出

しからの手取金を原資として、本件第三者割当自己株式処分に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。

そのため本件第三者割当自己株式処分における処分数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件

第三者割当自己株式処分における最終的な処分数がその限度で減少し、又は処分そのものが全く行われない場合がありま

す。

　

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

該当事項はありません。

 

第三部 【参照情報】

 

第１【参照書類】
 

　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度 第122期(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)平成25年６月26日関東財務局長に提出

 

２【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日(平成25年７月５日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内

容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成25年６月28日に関東財務局長に提出

 

 

第２【参照書類の補完情報】
 

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提出日以

降、本有価証券届出書提出日(平成25年７月５日)までの間において生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は当該

有価証券報告書の「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。

また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日(平成25年７

月５日)現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

 

　当社グループの外航海運業と内航・近海海運業により構成される海運事業及び不動産事業の事業活動におきましては、船

舶の就航水域・寄港地・入渠地、市場、契約先の属する国や地域、プロジェクト等の投資地域など全ての事業地域で、政治情

勢、経済情勢、社会的な要因、自然災害や人災等により、当社グループの業績、株価及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。具体的なリスクとしては以下のようなものがあります。
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(1) 船舶・建物における重大な事故・事件等によるリスク

　当社グループは「安全の確保が社業の基盤」を経営理念の第一に掲げ、事業に使用する船舶や建物での安全優先を経営上

の使命としています。各事業部門に共通する安全対策については毎月一回開催される「安全環境委員会」にてレビューさ

れ、さらに海運事業においては国際的な基準に基づいた品質管理マネジメントシステムを導入し、また「船舶安全対策委員

会」を定期的に開催して事故防止や安全対策の徹底に努め、緊急事態にも適応できる体制を構築しております。しかしなが

ら、もし船舶や建物での不測の事故が起こり人命・財産に関わる重大な事故や事件が発生した場合、あるいは油濁等の環境

汚染や所有不動産に土壌汚染が認められ搬出や浄化の必要が生じた場合には、当社グループの業績、株価及び財務状況等が

影響を受ける可能性があります。

　

(2) 海運市況・不動産市況の変動によるリスク

　当社グループは海運市況や不動産市況の一時的な変動に左右されないよう、中長期契約を主体として安定的な営業収益の

確保に努めておりますが、海運事業においては中長期契約の更改時期やスポット運航を余儀なくされる場合に、海上輸送量

の増減や競争の激化、または船腹需給のバランス等の影響により、運賃収入及び貸船料収入などが大きく変動する可能性が

あります。不動産事業においては、当社グループは東京都心部のオフィスビルを中心に不動産資産を保有しており、不動産市

況の動向、特に東京都心のオフィス市場の空室率が変動する等の場合、賃貸料収入などが大きく変動する可能性があります。

以上の結果、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。また、前述の営業収益の安定策に

は市況変動によるリスクをある程度軽減する一方、市況が逆方向へ変動することから生じたかもしれない利益を逸失してい

る可能性があります。

　

(3) 資産価格の変動に関するリスク

　当社グループの保有する資産（船舶、土地、建物、投資有価証券等）について、経済状況、市況の変動等の要因で資産価格に

変動があった場合、当該資産の売却等に伴う損益の実現や、減損損失の認識などにより、当社グループの業績、株価及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。　

　

(4) 為替の変動によるリスク

　当社グループの事業のうち海運事業においては外貨建費用に比べ外貨建収入が多く、為替レートの変動が損益に影響を与

える状況にあります。また設備投資においては、外貨建の投資も多くあります。そのため、費用のドル化を進めるとともに、為

替予約や通貨スワップ等のヘッジ取引により、為替レート変動の影響を軽減するよう努めております。しかしながら、為替

レートが大きく変動した場合、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。なお、前述の

ヘッジ取引には為替レートの変動によるリスクをある程度軽減する一方、為替レートが逆方向へ変動することから生じたか

もしれない利益を逸失している可能性があります。
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(5) 金利変動によるリスク

　当社グループは、船舶や不動産等の取得に要する設備投資及び事業活動に要する運転資金に内部資金を充当する他、外部か

らも資金を調達しております。この外部資金には変動金利で調達している部分があり、金利情勢を勘案の上、金利の固定化等

により、金利変動による影響を軽減するよう努めておりますが、将来の金利変動によって資金調達コストが変動し、当社グ

ループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。また、このような金利固定化等の取引には金利レート

の変動によるリスクをある程度軽減する一方、金利レートが逆方向へ変動することから生じたかもしれない利益を逸失して

いる可能性と固定化した期間中に条件の変更を余儀なくされた場合、解約料を負担することがあります。

　

(6) 規制の実施・改廃等によるリスク

　当社グループが使用する船舶の建造・登録・運航は、各種の国際条約による法的規制や、近年の環境保護や安全重視の高ま

りに起因する特定顧客及び船級協会等の規則や規制等の影響を受けます。その他の事業分野を含め、今後の事業活動の展開

にあたって法的規制、特定顧客及び船級協会等の規則や規制等が新たに実施または改廃された場合、それらに対応するため

のコストが増大したり、当事業からの撤退や、遵守できなかった場合の事業活動の制限などにより、当社グループの業績、株

価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。

　

(7) 世界各地域の政治情勢、経済情勢、社会的な要因等によるリスク

当社グループの事業活動は、日本を含むアジア、中東、欧米、その他の地域に及んでおり、各地域における政治情勢、経済情

勢、社会的な要因等により影響を受ける可能性があり、具体的には以下のようなリスクがあります。これらリスクに対しては

当社グループ内外からの情報収集活動等を通じ、その予防と回避に努めておりますが、これらの事象が発生した場合には、当

社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。

（ア）　政治的またはインフレなどの経済的要因

（イ）　事業・投資許可、税制、会計基準、為替管理、安全、環境、通商制限、私的独占の禁止などに関する公的規制とその改

廃、商慣習、実務慣行、解釈

（ウ）　他社との合弁事業・提携事業の動向

（エ）　事故、火災、戦争、暴動、テロ、海賊、伝染性疾患の流行、ストライキその他の要因による社会的混乱
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(8) 世界各地域の自然災害及び二次災害並びにそれらに付随する風評被害によるリスク

　当社グループの事業活動は、日本を含むアジア、中東、欧米、その他の地域に及んでおり、各地域における自然災害及びその

二次災害により影響を受ける可能性があります。また特に、当社グループ本社所在地かつ保有する不動産資産が集中してい

る首都圏や東日本において自然災害及びその二次災害が生じた場合は、当社の事業活動全般に大きな影響を及ぼすことが考

えられます。また、自然災害及び二次災害に付随する風評被害が当社の事業活動全般に影響を及ぼす可能性もあります。当社

グループでは、自然災害及びその二次災害発生時にも、可能な限りの事業継続を図るため、これらの事態を想定したBCP（事

業継続計画）を策定しておりますが、これらの事象が発生した場合には、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を

受ける可能性があります。

　

(9) 燃料油価格の変動によるリスク

　海運事業においては、当社グループが購入する舶用燃料油の価格は原油の需給バランスや産油国・地域の情勢等により変

動しますが、補油地域・時期の分散や減速航海の実施等による燃料油の消費量節減、荷主との燃料油価格変動調整条項の合

意等の対策を講じ、業績に与える影響を軽減するよう努めております。しかしながら、燃料油価格の著しい変動等により、当

社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。

　

(10) 船舶・不動産の稼動状況に関するリスク

　当社グループが使用する船舶や建物等においては天災、人災による事故、粗悪油やその他の不測の事態により、想定外の不

稼働が発生する可能性があります。その他、不動産事業においてはオフィス賃貸借契約の未更新や中途解約その他の事由等

により不稼働が発生する場合があります。その結果として、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性

があります。

　

(11) 投資計画の進捗に関するリスク

　当社グループは、海運事業においては船隊整備、不動産事業においてはビル建設等に関する投資を計画しておりますが、今

後の海運市況や不動産市況、金融情勢、造船会社や建設会社の動向などによって、これらが計画通りに進捗しない場合、当社

グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能性があります。

　

(12) 船舶の売却や中途解約等におけるリスク

　海運事業においては、海運市況の動向や船舶の新技術開発・導入による既存船舶の陳腐化、安全・環境規制その他の諸規則

の変更等による船舶の使用制限などにより、当社グループが保有する船舶を売却する場合や、当社グループが用船する船舶

の用船契約を中途解約する場合があります。その結果として、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける可能

性があります。
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(13) 取引先の倒産等に関するリスク

　当社グループは、取引先と締結した用船契約・不動産賃貸借契約に基づき営業収益を確保しております。取引先の与信状態

は契約締結時及び履行途中に調査しておりますが、輸送契約先、貸船契約先、借船契約先、テナント契約先等の取引先が抱え

るリスクにより倒産等の不測の事態があった場合、当社において不良債権の発生や、契約の中途解約、借船元の船舶差し押え

・競売等が発生することが予想され、これら損失の額によっては、当社グループの業績、株価及び財務状況等が影響を受ける

可能性があります。

(14) 中期経営計画に基づく経営目標が達成できないリスク

　当社グループは平成23年４月に３ヵ年の中期経営計画「IEG14(Iino's Evolutionary Growth Plan to 2014)」を策定し、

達成に向けて取り組んでおります。しかし本中期経営計画は、様々な外的要因により影響を受ける可能性があり、当初の目標

を達成できない可能性があります。

　

　上記は当社グループが事業を継続する上で、予想される主なリスクを具体的に例示したものであり、これらに限定されるも

のではありません。

 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
 

飯野海運株式会社本社

(東京都千代田区内幸町二丁目１番１号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

(大阪市中央区北浜一丁目８番16号)

証券会員制法人福岡証券取引所

(福岡市中央区天神二丁目14番２号)

 
 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
 

　該当事項はありません。
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